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もしも揖費税率を 3%引読者に 2つの質問を投げかけてみたい。 1つは，
き上げることで，現在日本で起きている犯罪を確実に半分にできるとした
という質問である。人々の賛成は得られあなたはこれに賛成しますか，ら，
もう lつは，現在日本で犯罪対策にどれくらいの予算にくいかもしれない。
この予算には，犯罪の捜という質問である。が使われていると思いますか，
査から裁判，矯正および更生保護に玉三る刑事司法ならびに少年司法の運用lこ
必要なあらゆる費用(人件費，建物の維持費，光熱費，物品購入費なりが含まれ
この質問に誼ぐ答えられる人はいないのではなる。刑事政策の専門家でも，
いだろうか。
ここで、姐上に載せたいのは「司法と予算との関
という問題である。私たちが刑事司法や少年司法について議論すると
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庸突な質問から始めたが，
係J
き，制度の理念や原則との関連で議論することはあっても，予算や財政との
関連で議論することはほとんどない。ときには訴訟経済や制度効率といった
ことに言及されることもあるが， しかし，それは，裁判所，当事者その他関
係人の労力，出費，時間等の負担の軽減をねらいとするものであって，予算
や財政問題そのものではない。
しかし，あらためていうまでもないことだが，刑事司法および少年司法の
運用には一定の予算が必要である。どんなに高性能な車があってもガソリン
が不足すれば思いどおりに走行しないのと同様，予算がなければ制度は期待
通りには運営されない。この警えのように，財政や予算の問題が刑事司法や
少年司法の運用，ひいてはその本質的なあり方に影響を与えていることはな
いだろうか。「事業仕分けJという言葉に象徴されるように，現在，事業の
効果や国費の使途が厳しく見直されている。司法も聖域ではないであろう。
実は私たちの自に触れにくいところで刑事司法・少年司法関連予算は徐々に
削られ，そこに重大な問題が立ち現われているということはないだろうか。
公務員削減という時代の要請は，例えば施設職員の削減にも及び，その縮小
が職員の勤務体制，ひいては被収容者に対する処遇の内容に影響を及ぼして
いる可能性もある。刑事政策は財政問題を抜きにして語れない時代が近づい
ているように思われる。
2007年におけるアメリカの住宅パプノレ崩壊に端を発する不況により，現
在，アメリカだけでなく世界が深刻な財政危機のなかにある。アメリカで
は，それが良いことかどうかの評価は措くとしても，このような財政危機の
時代のなかで刑事司法および少年司法の運営に必要な資金の流れをどのよう
にして作り出すか，費用対効果に優れた矯正をどのようにして実現するかが
議論され始めている 1)。アメリカはもともと費用対効果 (cost-benefit)にうる
さいお国柄ではあるが，司法運営に必要な資金をどのように確保するかにつ
いて，省庁聞の「かけひき」や「裏ワザj としてではなく，真正面から議論
がなされていることは注目に値しよう。厳しい財政難の時代であるからこ
そ，制度の理念や趣旨を歪めないためにも，財政問題をあやふやにするので
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はなしそれに真正面から向き合い，問題にどのように取り組むかが間われ
ているのである。
本稿では，財政問題が少年司法・矯正の運用，さらには，その本質的なあ
り方に与えた影響を，ワィスコンシン州における少年矯正施設の統廃合と，
'Cornrnunity Youth and Farnily Aids Prograrn' 0也域の青少年と家族への支援プ
ログラム)と呼ばれる予算配分機構の 2つを題材として考察し，わが国が近
い将来直面するかもしれない(あるいは，すでに直面している)少年司法と財政
との関係というテーマに接近を試みることにしたい。
注
1) 例えば， Justice Policy Institute， Cost-Effective Youth Corぽ tions:Rationalizing the 
Fiscal Architecture of Juvenile Justice Systems， 206; National Juvenile Justice Net 
work， The Real Costs and Benefits of Change: Finding Opportunitieゆ rRゆrmDur-
ing Diffiωlt Fiscal Times， 2010 
2 少年矯正施設の統廃合
(1 ) 統廃合計爵の浮上
2010年現夜，クィスコンシン州には 3つの少年矯正施設2)(Juvenile Correcω 
tional Institution)がある。設立1債に，エサン・アレン学校 (EthanAllen School)， 
リンカン・ヒノレズ学校 (LincolnHiIs School)，サザ、ン・オワクス女子学校 (South叩
ern Oaks Girls School)である。前者 2つは男子専用施設，後者は女子専用施
設である。
エサン・アレン学校(以下， EASと呼ぶ)は， 1959年， ミノレクオーキー近郊
クェイノレズ
のWalesという場所に開設されたく地図参照)。その建物には， 1ヲ07主年手に設
立された州立結核療養所 (σTh批eS臼ta凶抗蹴t伐εOぱfWi町sco∞O叩nsir泣凶n出 Tl由1礼ぬbヲ光)er釘cωu吋山.1]わO悶5討isSa叩n羽山i出tar山Iぬun
が使われた3九)0。敷地面積は258エ一カ一(約l川Okm2)，設立当時の定員は 212
人であった。開設当時はワィスコンシン少年学校 (WisconsinSchool for Boys) 
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ウィスコンシン州の地図
という名称であったが，後にエサン・アレン学校に改称された。
リンカン・ヒノレズ学校(以下， LHSと呼ぶ)は， 1970年，州北部の Irmaに
建設された。 EASにおける過剰収容4)の解消と，州北部に男子施設の設置を
義務づけた法律5)の要請に応えることが目的である。敷地面積は 800エー
カー(約 3.2km2)，設立当時の定員は 287人であった。 LHSは， しばらくは
男女共用施設であったが， 1994年に女子専用施設が開設されたため，その
後は男子専用施設となった。
サザ、ン・オククス女子学校(以下， SOGSと呼ぶ)は， 1994年， ミノレクォー
ユニオン グロクグ
キー南部の UnionGroveに女子専用施設として開設された。女子のニーズ
に対応した処遇を行うのが目的である。敷地は 2.8エーカー(約0.01km2)， 
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定員は設立当時も 2010年現在も 57人である。 EASとLHSは大規模施設で
あるが， SOGSは小規模施設である。
このように，ワィスコンシン州では， 1970-93年の約 25年間は 2施設体
制が， 1994-2010年の約 15年間は 3施設体制が敷かれてきた。しかし，少
年矯正施設の統廃合が政治課題として浮上することになる。
2010年4月，州知事の JimDoyleは少年矯正検討委員会(JuvenileCorrecω 
tions Review Committee) -t'設けた。その目的は， 2つの男子少年矯正施設 (EAS
とLHS)に主に焦点をあてながら少年矯正施設の運用について独立した検討
を行うとともに，犯罪少年の地域復帰に向けた学習，成長および行動変容を
可能とする最善の矯正施設の環境について意見を求めることにあった。委員
会のメンパーは，裁判官4人，ワィスコンシン子ども家庭評議会 (Wisconsin
Council on Children & Families)の代表 l人，カクンティの社会福祉部局の代表
1人，民間プログラムの代表2人，教会関係者2人，元教員 1人の計 11人
である。悶委員会は，同年4-6月に 7聞の会合を持ち， また施設の視察-t'
行うなどして，同年6月に報告書6)をまとめた。間報告書は， 2つの男子施
設の運営を続けることは財政上も処遇上も不可能であるとし，矯正省 (Deω
partment of Corrections)はEASとLHSの統合な進めるべきであるとの提言を
行った。ただし，同報告書は， どちらの施設を閉鎖すべきかについては明確
に意見を述べなかった7)。また， この提言-t'受けた州知事の Doyleは， EAS 
とLHSのどちらを閉鎖するかの決定を行わなかった。そのため，その決定
は，次の州知事と矯正省長官の判断に持ち越されることになった。
(2) 局長メモの送達
2010年 11丹の州知事選挙では，共和党候補の ScottWalkerが勝利した。
翌2011年 1月，知事に就任したいTalkerは，男子施設の EASだけでなく女
子施設の SOGSも閉鎖し， LHSに運営を統合するという考えを示した。新
知事のこの決定ぞ受け， 2011年3月24日，矯正省は，各カクンテイに対し
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「少年矯正施設の統廃合と新たな少年の送致j と題する少年矯正局長メモ8)
(Administrator's Memo.以下， I局長メモ」と呼ぶ)を送達した。その要点は次の
とおりである。
① 過去数年間に少年矯正施設の被収容者数は減少し，この間，少年矯正
局 (Divisionof Juvenile Corrections)の赤字は増大した。現在の定員充足率
は男子30%，女子20%である。
② 矯正省は，少年矯正施設の運営費を毎年数千万ドノレ削減し， 10年以
内に少年矯正局の約2160万ドノレの赤字を永続的に解消するため， 3施
設のうち 2施設を閉鎖し， LHSに運営を統合することとする。
③ この統廃合は，カクンティに課される 1日当たりの収容費の高騰を抑
え，犯罪少年に対する一貫した，質の高い業務を提供する機会を少年矯
正局に与えるものである。
④ 2011年 7月 1日に SOGSとEASを閉鎖し，全ての少年を LHSに移
すこととする。
⑤ LHSの800エーカー (3.2km2) の敷地のなかに，新たにクワパー・レ
イク学校 (CopperLake School)という女子施設を設けることとする。
⑥ 来月以降， EASから LHSへ徐々に職員，処遇プログラムおよび少年
を移すこととする。クヲパー・レイク学校への女子の移送は統廃合の最
終段階までに行われる予定である。
⑦ 少年を他施設に移す際は，あらかじめ少年の家族および少年を送致し
7こカクンティに文書または電話で通知することとする。
(3) メディア発表
上の局長メモの送達に先立ち，矯正省は， 2011年 3月 18，メディア速
報用として， i矯正省は少年施設を統合:被収容少年の減少と 2100万ドノレの
赤字への対応策」と題する文書9)(以下， Iメディア速報j と呼ぶ)を発表した。
その内容は局長メモと同様であるが，メディア速報では統廃合が州の財政赤
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字解消策であることが強調されている。すなわち，メディア速報は， r矯正
ガリー ハンプリン
局長官GaryHamblinは，本日，少年矯正施設の運営費を毎年数千万ドノレ部
減し， 10年以内に少年矯正局の 2160万ドノレの赤字を永続的に解消する計画
を発表したJという文章に始まり， rもしも統廃合が行われなかった場合に
は， 1日当たりの収容費は，今期会計年度10)の275ドノレから次期会計年度に
は471ドノレへ40%以上増額され，予算の乏しいカウンティはその支払いが
困難になろうJという文章で終わっている。また，メディア速報は，少年矯
正施設職員の解雇の可能性にも触れ， r今後2週間以内に EASとSOGSの
292人の職員は解雇の可能性を通知される。矯正省もしくはその他の州の機
関における欠員または異動により，失職は最小限のものとなろう。 LHSの
業務拡大のため，新たに 114人の常勤職員が必要になる。仮に EASとSOGS
の全職員がLHSへ異動になるとすると，被解雇者数は 177人にまで減少し
よう」とした上で， Hamblin長官の次の言葉を添えている。「統廃合は必要
であり，本省の少年と外!の納税者にとり正しいものであることは疑いがな
い。だが，われわれはまた，献身的に仕事をしてきた本省のカワンセラーや
他の職員にとり大変困難な時代であることをケ実感している」と。
なお，メディア速報に際しては，少年矯正施設の現状について以下のよう
な数値を記したメディア・アァクト・シート 11)(Media Fact Sheet.以下， rファク
ト・シートJと呼ぶ)が配布された。
① 少年矯正局の赤字は現在2160万ドノレである。
② 運営費の削減予定額は， 2012会計年度は 2340万ドノレ， 2013会計年度
は2380万ド、ノレで、ある。
③ 2005年会計年度以後，男子の被収容者数は42%減少，女子の被収容
者数は 56%減少した。
④ 2011年2月25日現症の定員充足率は， EAS 30% (167人)， LHS 27% 
(141人)， SOGS 20% (18人)である。
⑤ 2010会計年度における少年 l人当たりの年間施設費は 1万9520ド
ノレ，少年 1人1日当たりの施設費は 327.46ドノレである。
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⑥ 統廃合を実施した場合には， 2012会計年度における 1日当たりの収
容費の予想額は 284ドノレになる。施設の統廃合を行わなかった場合に
は， その額は471ドノレになる。
⑦ 常勤職員数は， LHS 179人， EAS 207.5人， SOGS 84.5人である。
⑧ 統廃合により解雇の可能性のある常勤職員は292人であるが， LHS 
で、新たに常勤職員が 114.5人必要になるので，最終的に解雇の可能性の
ある常勤職員は 177.5人である。
上記の発表を受け，各メディアは少年矯正施設の統廃合計画を一斉に報道
した。
(4) 統廃合への反対意見
かくして 2011年7月1日にEASとSOGSは閉鎖され，男子少年はLHS
へ，女子少年はLHSの敷地のなかに開設されたククパー・レイク学校(以
下， CLSと呼ぶ)へ移された12)0 現在， LHSとCLSとのあいだは，全長約
400m，高さ 4mを超えるフェンスで仕切られている。
少年矯正施設の統廃合については反対意見もあった13)。また，統廃合は
避けられないとしても，いずれの施設を閉鎖するかについては意見の対立が
あった。少年矯正検討委員会の共同議長を務めたミノレヲォーキー出身の
グレグ Jレイス チャ -Jレズマク ν ランド
Greg Lewis委員と，同じくミノレクオーキー出身の CharlesMcClelland委員
は， LHSではなくミノレクォーキー近郊の EASへの統合を求めた14)0EASと
LHSの被収容少年の約70%は州南東部の出身であること， ミノレクォーキー
から LHSまでは約220マイノレ(約 350km)，車で4時間もかかること，少年
の社会復帰にとり家族の訪問は重要なのにそれが困難になることが理由であ
る。
また，当地には，ニュースについて市民が匿名で意見交換をするインター
ネットのサイトがあるが，そのサイトには， ミノレクオーキーから LHSまで
の距離や時間の問題のほかに，ガソリン代の値上がりによる経済的問題を指
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摘する声，男子と女子が実質的には同じ施設に収容されることの問題を指摘
する声がある。一方，ほとんどの被収容少年には家族はいないし，家族がい
ても面会に来ないから変わりはないといった声もある 15)。
これらの反対意見は通らなかったが，現在，少年の家族のために訪問用ノt
スが毎週ミノレクォーキーから LHSまで運行されている 16)。また，少年の出
身地と施設とをグィデオリンクで結んで家族と少年が会話できるようにする
計画も進められている。
i. 
2) 問弁!の少年矯正施設は，わが国でいえば，少年司法純度上の位霞の点、でも，施設
の雰阻気の点でも，少年院が近い。
3) 2011年7月に同施設が閉鎖されるまで，結核療養所の建物のうち 4つが使用され
ていた0
4) 1969年時点、における EASの1日当たりの平均収容者数は 382人，収容定員 (bed
capacity) は344人，収容率は 111%であった。 TheState of WisconsiηBlue Book 
1970， p.762. 
5) 州法典集は，外!西部の LaCrosseと東部の Manitowocとそ結ぶ線の北部に男子施
設を設けなければならない， と規定している(当待の s.46.049，現在の s.301.20)。
以下，外li宏典集 (WisconsinStatutes)の条文をこのように表記する。 s.301.20は州
法典集第 301章第 20条を指す。
6) The Juvenile Corrections Review Committee， Report of the Juvenile Corrections 
Review Committee to Governor Jim Doyle and Secretary Rick Raemisch， June 2010. 
A vailable at: http://、円引γwchsa.org/vertical!Sites/%7BB5D9E240-2100-4AE 1-B9FDω 
C9lDC7DBA2A5%7D/uploads/%7B4AE24492-2126-42CA-BF6C-47D471F8B9CD%7D.PDF 
7) EASを閉鎖するという提案に対し， 11人の委員のうち 3人が棄権， 5人が賛成，
3人が反対した。 Id.，p.31 
8) Department of Corrections， Administrator's Memo to Counties， lvlemo #11-01， 
Coηsolidatio/l of Juvenile Correctional Institutions; New Juvenile Commitments， from 
Margaret C. Carpenter， Administrator，ωCounty DepartrnenぉofHurnan/Social Ser-
γices Directors， Wisconsin Cir印 it/J，μvenileCourt Judges and Wisconsin Sherifs， March 
24，2011. Available at: http://ww引T.wi-doc.com/DJC_memos/11-0 1.pdf 
9) Department of Corrections， For Immediate Release， WI Departrnent of Corrections 
to Consolidate Juvenile Institutions・PlanAddresses Falling Juvenile Population and 
$21 Million Deficit， March 1， 2011. Available at: http://www.wi-doc.com/PDF_Files/ 
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10) ウィスゴンジン州の会計年度(五scalyear)は7月18から翌年の 6月30日まで
の1年をいう。ちなみに，連邦の会計年度は 10月1日から翌年の9月30日までの
1年，デイン・カクンティの会計年度は暦年 (calendaryear) と同じく 1月1日から
12月31日までの 1年をいう。
11) Doc Division of Juvenile Corrections Consolidation Plan， Media Fact Sheet. 
Available at: http://www.wi-doc.com/PDF _Files/News%20Release%20Fact% 
20Sheet%20-0/020DJC%20Consolidation%20Plan.pdf 
12) LHSが選ばれた背景事情として， 2009年における職員による正式の苦情申立
(grievance)がEASでは 109件あったのに対し， LHSでは l件もなかったこと，
2009年における EASの少年による苦情申立 (complaint)件数はLHSのそれの約2
倍で、あったこと， LHSの雰囲気のほうが少年に適していることがあげられている。
See Matt Hrodey， Putting Kids Away: Wisconsin closes al but one juvenile corrections 
facility， hoping ωke，ψ troubled teens closer to home， Isthmus， Vol. 36， No. 31， August 
5， 2011， p.11. 
13) ミルクォーキーから選出された 3人の民主党州議会議員から， 3施設の開設継続
を求める修正案が州議会に提出されたが，棚上げにされたまま採決されることはな
カミつ7こ。 Idり p.10.
14) See Mike Johnson， Ethan Allen， Southem Oaks would close under Walker's budget， 
Juvenile offenders would be relocated to Lincoln Counけfacility，Journal Sentinel， 
March 1， 2011 (visited May 22，2011) <http://www.jsonline.com/news/statepolitics/ 
117192173.html >. 
15) JSOnline Newswatch， Ethan Allen， Southem Oaks would close under Walker's bud-
get， by Mike Johnson of the Journal Sentinel， March 1， 2011 (visited May 22， 2011) 
くh社p://www.jsonline.mobi/more/news/wisconsin/ 117192173.htm?view ALL= 1 >.
16) Wisconsin Department of Corrections， Division of Juvenile Corrections， Visitor Bus 
for Family (July-December 2011) (visited Oct.14， 2011)くhttp://www.wi-doc.com/
index_juvenile.htm >. 
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3 統廃合の背景
(1 ) 少年犯罪の減少
少年矯正施設統廃合の背景には，前節で触れたとおり，被収容者数の減少
がある。すなわち， 2011年3月1日に矯正省がメディアに配布したファク
ト・シートによれば， 2005会計年度以降，男子の被収容者数は 42%減少，
女子の被収容者数は 56%減少した。また， 2011年2月25日現在における
定員充足率は， EAS 30% (167人)， LHS 270;も (141人)， SOGS 20% (18人)でし
かない。
被収容者の減少のさらにその背景には少年犯罪の減少がある。 2010年6
月に出された少年矯正検討委員会の報告書は， f2001年以降，男子少年の被
逮捕者数は 220/0減少し，この間，少年矯正施設の 1日当たりの平均収容者
数は 35%以上減少したJ17)という文章から始まっている。分母である少年犯
罪が減少すれば，それに伴って入所者も減少するわけであるから，統廃合は
少年犯罪減少の間接的な帰結だということになる。
しかし，統廃合の背景にある被収容者数の減少，さらにその背景にある少
年犯罪の減少については，少年矯正検討委員会報告書でも局長メモでも断片
的な数値しかあげられていない。そこで，統廃合の背景を把握するため，犯
罪統計をもとに少年犯罪の動向をみておくことにしたい。
まず， 2000-10年における同州の少年被逮捕者総数の動向をみると， 2000 
年の 12万9091人から 2010年の 7万4876人へ大きく減少 (-42%)してい
る18)。また，同期聞における減少率を犯罪類型別にみると，暴力犯 -26%，
財産犯:-46%，薬物犯罪 -26%，社会犯19)(society crime) : -44%，その
他:-40%であり， とくに社会犯と財産犯の減少率が大きい(図1)。なお，
社会犯は減少率が大きいだけでなく被逮捕者総数に占める割合も大きいた
め (2010年は全体の42%)，社会犯の減少数(絶対数)の大きさが被逮捕者総数
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図1 少年被逮捕者数の動向(犯罪類型別)
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注:Wisconsin Office of Justice Assistance， Crime and Arrests in Wisconsin 
2000-10をもとに作成。
の減少率の大きさ(-42%)にも響いている。ちなみに， 2010年における社
会犯の内訳は，①治安素乱行為 1万4927人，②酒法違反6476人，③深
夜俳個4612人，④家出 2901人，⑤性犯罪992人，⑥凶器不法所持921
人，⑦飲酒運転443人，⑧賭博71人，⑨浮浪42人，⑩売春 16人であ
り20)，性犯罪，飲酒運転など重大な事案も含まれているが，その多くは比
較的軽微な事案である。
また，同期聞における少年の指標犯罪21)(lndex Crime)の動向をみると，
暴力犯のうち強盗 (robbery)が増加傾向にある点を除けば，全て減少してい
る(図2-1，図 2-2)。とくに，謀殺，加重暴行，盗罪の減少が顕著である。な
お， 10-17歳の少年22)人口は 2000-10年に約 6%減少しているので、却，他
の条件が不変であれば2000年の実数値x0.94が2010年の期待値というこ
とになる。 2010年における上述の数値は，この値を大きく下回るものであ
るから，少年犯罪は実数・人口比ともに減少したといえる。
問題は，なぜ少年犯罪は減少したかで、ある24)。筆者の知る限り，この聞
いに関する当地の調査研究はない。わが国と同様，犯罪の増加は人々の関心
を呼ぶが，減少は関心を呼ばないのであろうか。筆者が当地の少年司法に携
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図2-1 少年指標犯罪の動向(暴力犯)
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わる専門家に尋ねたところ， I地域における予防プログラムや危機介入プロ
グラムがうまく機能しているからJ，I軽微犯罪に対するダイグァージョン・
プログラムがうまく機能しているからj との回答であった。要するに，軽微
な非行を重大な非行に発展させないための取り組みが功を奏しているという
のである。
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(2) 少年司法の運用の変化
問弁!の少年司法の運用にも顕著な変化が現れている。その lつは，審判の
申立件数 (petitionsfiled)の減少である。 2000年に犯罪少年として審判を申
し立てられた件数 (delinquencypetitions ftled)は1万7484件であったが，
2010年におけるその数は 8366件であり，約 10年間で半分(-48%)に減少
した(図3)。この減少率は，少年被逮捕者数のそれ (-42%)を上回ってい
る。わが国では全件送致主義が採られているため(少年法41条， 42条l項)，
捜査機関の発見した犯罪少年事件は全て家裁に送致される。これに対し，
ワィスコンシン州では，アメリカの他の州と同様，捜査機関は，裁判所への
正式な事件送致のほかに，警告の付与，地域プログラムへの措置，裁判所へ
の出廷要請書 (citation)の交付など，事件の選別について裁量を有してい
る。審判の申立件数の減少率が少年被逮捕者数のそれを上回っているのは，
捜査機関が正式に少年裁判所に事件送致する以前に，事件を地域のプログラ
ム等に振り向けているからだと考えられよう。
また，同州における刑事裁判所への移送人員 (waivedto criminal court)も減
少傾向にある。図 4は， 2003-10年に刑事裁判所へ移送された少年の人数の
推移を示したものであるが，その数は 2005年の 377人をピークに以後減少
に転じ， 2010年は 173人 (2005年の 46%)にまで減少している25)。この理由
について当地でも明確な答えが得られているわけではないが，刑事司法制度
への移送の効果に対する疑問が少なくとも専門家のあいだでは高まっている
ことを指摘できょう。ワィスコンシン州では， 1990年代に厳罰化の波が押
し寄せ， 1995年に少年司法法(Juve凶eJustice Code)が制定され，少年年齢の
引き下げや刑事裁判所へ移送する事件の範囲の拡大などが行われた26)。し
かし，その後，厳罰化には効果はなしむしろ逆効果さえあるとする実証研
究の結果が示されるようになっている27)。ヲィスコンシン州における刑事
裁判所への移送人員の減少は，このような厳罰化懐疑論が実務のなかに徐々
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図3 審判の申立件数の推移
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出典:Wisconsin Council on Children & Families， The State o[ Juvenile Justice in 
Wisconsin， What Do We Really Know?， 2011. 
図4 刑事裁判所への移送人員の推移
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出典:図3に同じ。
に浸透し，運用の姿として現れたものとみることができょう。
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(3) 被収容者数の減少
少年矯正施設の統廃合をもたらした，より直接的な原因は被収容者数の減
少にある。前述のとおり， 2011年3月のメディア速報の際には，被収容者
数の顕著な減少等を示すファクト・シートがメディアに配布された。それに
よると， 2005会計年度以降，男子の被収容者数は 42%減少，女子の被収容
者数は 56%減少した。また， 2011年2月25日現在における定員充足率は
EAS 30% (167人)， LHS 27% (141人)， SOGS 20% (18人)という状況である。
矯正局のこの発表を受け，各メディアは統廃合計画のニュースを流した。
そのニュースに引用されている被収容者数の減少に関する数値を抜き出すと
以下のとおりである。
12005年以降， 3つの少年矯正施設の被収容者数は40-55%も減少し
た。J28)
「過去数年間に少年矯正施設の被収容者数は減少した。矯正省によると，
2月25日現在， SOGSは収容定員のたった 20%の18人， EASとLHSは
収容定員の 30%またはそれ以下である。J29)
「矯正省によると， 2005会計年度以降， 3つの少年矯正施設の被収容者数
は40-55%減少した。現在の定員充足率は 20-30%，被収容者数は LHS
141人， EAS 167人， SOGS 18人である。J30) 
このように，各メディアはブアクト・シートに記された数値をそのまま報
道した。しかし，矯正省の発表した数値は断片的なものでしかない。そのた
め，公式統計に基づき長期的な被収容者数の推移を把握しておく必要があ
る。
表1は，筆者がクィスコンシン州の青書(BlueBook)をもとに 1971-2010
年の 40年間における各施設の定員および1日当たりの平均収容者数の推移
をまとめたものである31)。この表からわかることの lつは，同表から算出
される定員充足率とファクト・シートのそれには阻離があることである。同
316 
少年司法と財政
表 1 少年矯正施設における平均収容者数ハ日の推移(197ト2010年)
71 72 73 74 75 76 7 78 79 80 
EAS 346 292 212 251 332 358 458 452 386 306 
(定員) (344) 
LHS 117 189 231 232 238 255 303 325 286 245 
(定員) (287) 
計 462 481 443 483 570 613 761 777 672 551 
81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 
EAS 302 304 304 310 332 347 303 326 340 320 
(定員) (313) 
LHS 218 204 185 183 224 235 240 235 225 252 
(定員) (265) 
計 520 508 489 493 556 582 543 561 565 572 
91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 
EAS 328 347 374 403 478 491 410 421 447 438 
(定員) (276) (342) 
LHS 272 289 322 401 397 399 358 358 348 330 
(定員) (252) (298) 
SOGS 90 91 81 81 83 87 
(定員) (57) 
計 600 636 696 804 965 981 849 860 878 855 
01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 
EAS 434 401 378 322 318 280 275 273 251 207 
(定員)
LHS 348 329 304 263 255 233 220 224 209 176 
(定員)
SOGS 89 87 79 70 48 47 52 56 68 49 
(定員)
計 871 817 761 655 621 560 547 553 528 432 
注 :State of Wisconsin Blue Book をもとに作成。
1971-84年は会計年度の数値。
表によれば， 2010年における 1日当たりの平均収容者数はEAS207人，
LHS 176人， SOGS 49人であり，収容定員はEAS342人， LHS 298人，
SOGS 57人であるから，定員充足率はEAS61%， LHS 59%， SOGS 86%で
ある。一方，ファクト・シートによれば， 2011年 2月 25日現在の定員充足率
はEAS30%， LHS 27%， SOGS 20%である。両者には大きな聞きがある。
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もう 1つは，青書に記されている各施設の収容定員と，ファクト・シート
から算出される収容定員には甑簡があることである。ファクト・シートによ
れば，各施設の定員充足率および被収容者数はEAS30% (167人)， LHS 27% 
(141人)， SOGS 20% (18人)であるから，各施設の収容定員は EAS557人，
LHS 522人， SOGS 90人ということになる。この数値は，青書に記された
定員 (ratedcapacity戸)EAS 342人， LHS 298人， SOGS 57人)を大きく上回ってい
る。筆者の調べたところでは，プアクト・シートから算出される定員(すなわ
ち，矯正省がファクト・シートにおいて想定している定員)は，矯正施設の各居室に
複数のベッドや二段寝棚 (doublebunk)を配備した場合の最大収容定員のこ
とのようである。しかし，二段寝棚は過剰収容時のやむを得ない措置で，一
般的には少年の処遇上好ましくないと考えられており，それを配備した場合
の最大定員を分母として充足率を算出することには疑問がある33)。また，
統廃合直前の被収容者数を引用することにも疑問がある。なぜなら，統廃合
が事実上決定されていれば，各カクンテイは矯正施設送致により消極的にな
るであろうし，また，施設の側もより早期の退院の可能性を模索すると推察
されるからである。
表1から事態を冷静にながめれば， 2000年代後半における各施設の収容状
況は， 1990年代および2000年代前半における過剰収容をようやく脱したと
ころとみるのが適当ではなかろうか。過剰収容時と比較して何パーセントの
減少といったところで意味はない。例えば， 2000年と 2010年とで被収容者
数を比較すれば， EASは47%の減少， LHSは53%の減少， SOGSは56%
の減少になるが， 2000年当時， EASは128%，LHSは111%， SOGSは153%
という過剰収容状態にあったのである。
矯正省は，矯正施設の統廃合がやむを得ないものであることを人々に強〈
印象づけるため，あえて誇張した数値をあげたのではないかという疑念を拭
えない34)。また，メディアの側も，矯正省の発表を鵜呑みにし，矯正施設
の現状を自ら検証する役割を怠ったといわざるをえないであろう。
318 
少年司法と財政
(4) 不況による州の租税収入の減少
少年矯正検討委員会報告書，局長メモ，ファクト・シートのいずれにも直
接触れられていないが，統廃合の背景として見逃しではならないものに州の
租税収入の減少がある。
クィスコンシン州の収入は，①一般目的収入 (generalpurpose revenue)， 
②連邦補助金収入 (federalrevem副，③教育関連収入35)(program revenue)， 
④特定課税収入36)(segregated revenue)，および⑤州債 (bonds)から成って
いる(図5)。このうち，一般目的収入が州の総収入の約半分 (2009-11会計年
度においては42%)を占めている。一般目的収入は，①個人所得税 (individual
mcome tは)，②売上税 (salest鉱ヲィスコンシン州の売上税率は5%)，③法人所
得税 (corporateincome ta:x)，④たばこやアルコー ノレlこ対する消費税 (excise
ta:x37) )などの租税収入から成っているが，うち個人所得税が一般目的収入の
約半分 (2010会計年度においては約50%)を，売上税が約3割(33%)を占めて
いる。そのため，個人所得税と売上税の増減が一般目的収入に，さらには州
の総収入に大きく影響するという構造になっている。
アメリカでは， 2007年の住宅パブ、ノレ崩壊に端を発する不況により個人の
所得は落ち込み，消費も冷えた。ワィスコンシン州にも不況の波は押し寄せ
ており， 2004年から 07年までの 3年間に一般目的収入は7.1%増加したも
のの， 2007年から 10年までの 3年聞には8.6%の減少，金額にして 10億ド
ノレを超える減収となっている(図 6)。その主たる原因は，不況を背景とした
個人所得税と売上税の落ち込みである 38)。後に第5章でカヲンティの財源
についても触れるが，租税収入の 7割以上を財産税 (prope向Tta:x)が占める
カクンティと比べ，外iの租税収入は景気の変動をより直接的に受けやすいと
いえる。
このような厳しい財政難のなかにあって，州は支出の切り詰めを余儀なく
されている。被収容者数が激減し，定員を割り込んでいる少年矯正施設の統
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州の収入 (2009-11会計年度)
個人所得税
21% 
売上税 14%
法人所得税3%
消費税 2%
その他 2%
図5
州債 5%
教育関連
収入 13%
注:Tamarine Cornelius， Research Analyst， Wisconsin Council on Children & 
Families， Wisconsin Budget Basics Guide， 2011をもとに作成。
州の一般目的収入 (GPR)の推移
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出典:Tamarine Cornelius， Research Analyst， Wisconsin Council on 
Children & Families， Decrease in Tax Revenue Contributed ω 
State Fiscal Difficult配's，2011. 
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かっこうの標的廃合は，納税者の理解を得られやすいという点においても，
メディア速報やファクト・シートのではなかっただろうか。前述のとおり，
これらの情報に基づいて流された報道内容を検証する
と，あながち筆者の勘繰りに過ぎないとは言い切れないように思われる。
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および，記述内容，
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(5) 今後の課題 カヲンティの対応
はたして，少年矯正施設の統廃合は，矯正省のいうとおり納税者だけでな
く同省の少年たち(すなわち，矯正施設に収容中の少年たち)にとっても正しい選
択であったのか，少年矯正施設の収容費の高騰(後掲表3参照)によりカヲン
ティは少年矯正施設送致を控えるようになり，そのことがさらなる収容者の
減少と収容費の高騰を招くという悪循環に陥つてはいないか，仮に統廃合が
財政上やむを得ないものだとしても女子施設の SOGSまで廃止する必要が
あったのか，大きな疑問が残る。とくに女子にとっては SOGSのような小
規模施設が望ましいことは一般に指摘されているところであり，新たにクヲ
ノ号ー・レイク学校という名前は付けられたものの，大規模施設の一部をフェ
ンスで、仕切った急ぎ仕立ての施設環境では，処遇の内容に悪影響を生じない
か不安がある。また， 1995年の少年司法法制定により少年年齢の上限が 18
歳未満から 17歳未満へ引き下げられたが，現在成人刑務所に収容されてい
る17歳人口を少年司法のなかに戻すという選択肢もあり得たのではないだ
ろうか39)。今回行われた少年矯正施設の統廃合は，財政問題を最優先した
政治的駆け引き (politics)で、あったと評さざるをえないように思われる。
今後，少年矯正施設の統廃合は，カクンティにおける少年司法の運用， と
りわけ近距離に少年矯正施設を失った州南東部のカクンティのそれにどの
ような変化をもたらしていくのであろうか。予想されることの lつは，カク
ンティの少年専用監護施設 (juveniledetention facility)，つまり，わが国でいえ
ば少年鑑別所に相当する施設の代替利用である40)。ワィスコンシン州の少
年司法法上，犯罪少年と認定された少年に対する処分の 1っとして，少年
裁判所は， 30日を超えない期間，少年専用監護施設またはジ、エイノレの少年
用区画に少年を収容することを命じることができることとされているが41)
(s. 938.34 (3) (f))， 2011年 5月31日に州議会の共同財政委員会(JointFinance 
Committee)は，この日数を 30日から 180日に延長する提案を 12対4で可
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決した。そして，この改正内容は予算関連法案42)の一部に盛り込まれ，州
議会を通過し，同年7月1日，つまり少年矯正施設の統廃合が完了した日か
ら施行されている。この改正はミノレクォーキー・カクンティが要請してきた
もので，現在， ミノレワォーキーの少年監護施設では，その一区画を LHS送
致に代替するプログラムとして使用する計画が進められている。ミノレクォー
キー以外にも，同様のプログラムの実施を検討しているカヲンティもあるよ
うである。しかし，元来，少年監護施設はいわゆる未決の少年の身体保全の
ためのものであり，処遇の場として利用することには制度上無理がある上，
矯正教育を行う体制も整つてはいない。しかし，少年矯正施設の収容費が高
騰するなかカクンテイの財政事情や， LHSへ送致した場合に少年と家族と
が距離的に分断されることを考慮して，カクンティの監護施設に少年を収容
するという動きが今後広まる可能性は否定できない。もう lつの可能性はミ
ズー リー ・モデノレ CMissouriModel)の導入である。すなわち，大規模施設へ
の一極集中に代え，地域のなかに多数の家庭的な小規模施設を作り少年たち
を分散収容するというプランである。このプランは少年と家族との距離を小
さくできるという利点はあるものの，その開設には多大な予算が必要になる
ため，ヲィスコンシン州においては，統廃合の経緯を考えると現実的ではな
いように思われる。いずれにせよ，少年矯正施設の統廃合は，少年司法の次
のステージに向け，そのドアを聞いたことは間違いない。
注
17) The Juvenile Corrections Review Committee， op.cit.， p.3. 
18) See Wisconsin Office of Justice Assistance， Crime and Arrests iηWisconsin 2000， 
2010 
19) 社会犯 CSocietyCrime)とは，開き慣れない用語であるが，凶器不法所持 Cweapon
law violation)，売春，性犯罪，賭博，飲酒運転，酒法違反，治安素乱行為 Cdisor-
derly conduct)，浮浪，深夜俳伺，および家出から成る犯罪類型である。おおよそ
の性格として，他者に実害を与えていない点、で危険犯的な，風紀違反を含む社会的
違法行為類型といえよう。
20) Wisconsin Justice Data Portalくhttps://sac.oja.wisconsin.gov/sacapps/jdp.aspx>
による。
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21) 指標犯罪とは，連邦捜査局 (FederalBureau of Investigation)が毎年発行する統計
書 (UniformCrime Report)において，アメリカの犯罪動向の概況を示すべ〈発生
件数が報告される 8つの犯罪のことで，謀殺 (murder)，強姦 (forciblerape)，強盗
(robbery)，加重暴行 (aggravatedassa叫t)，不法目的侵入 (burglary)，盗罪 (the丘)， 
自動車盗 (motorvehicle the丘)，および放火 (arson)を指す。
22) ヲィスコンシン州の少年司法法上，犯罪少年 (juvenilealleged to be delinquent) 
は10歳以上 18歳未満の者をいう (s.938.02 (10m)， 938.12 (1)。
23) 2000-10年にクィスコンシン州の 10-17歳入口は 56万7979人から 53万1958人
に減少している。 OJJDP，OJJDP Statistical Briefing Book， Census Bureau， Easy Ac-
α'sωJuvenile Populations: 1990-2010， available at: h抗p://www.ojjdp.gov/ojstatbb/ 
ezapop による。
24) なお， 2000年における成人の被逮捕者総数は27万5446人， 2010年におけるそれ
は28万0587人で，ほぼ横ばいである。 SeeWisconsin 0伍ceof J ustice Assistance， 
Crime and Arrests in Wisconsin 2000，2010. 
25) ちなみに，デイン・カクンティの少年裁判所における刑事裁判所への移送件数は，
少年司法法制定直後の 1996年には 220件であったが， 2010年には 24件にまで減少
している。 DaneCounty Juvenile Court Annual Report 201αp.37. 
26) 少年司法法の内容および社会的背景については，服部朗「クィスコンシン州にお
ける少年司法の歴史」愛知学院大学論叢法学研究 52巻3・4号 (2011年)310頁以
下参照。
27) Robert Hahn et al.， Efects on Violence 01 Laws and Policies Facilitating the Tran手r
01 Youth from the Juvenile to the Adult Justice System: A Repo付 onRecommendations 
01 the Task Force on Community Preventive Services， Morbidity and Mo此alityWeekly 
Report， Vol. 56， No. RR-9， 2007. Available at: http://www.cdc.gov/mmwr/pdf/rr/ 
rr5609.pdf 
28) Abigail Bostwick， Lincoln Hils School ahead 01 schedule on consolidation， The Northー
woods River News， May24， 2011 (羽sitedSep. 23， 2011)くhttp://www.rhinelanderdailynews.
com/main.asp?SubSectionID=47 &ArticleID=48113&SectionID=6 > 
29) Marci Laehr Tenuta， DOC recommended closure 01 Southern Oaks， JU1ノenileCorrecー
tions Facility at 84 Stafflor 18 Students， The Journal Times， March 3， 2011 (visited 
Sep.26，2011)くhttp://www.jo凶naltimes.com/news/loαU副 de_48101254-4592-11eO-b1da-
00 1cc4c002eO.html?mode=story >. 
30) Jeff Starck， Lincoln Hills to Expand under Plan， Wausau Daily Herald， March 2， 
2011 (visited May 22， 2011)くhttp://www.wausaudailyherald.com/articleI20110302/
WDH0101/103020740/Lincoln-H出s-to-expand-under-plan&template=artsemantics& 
server=MOC-V¥庁.J0403>. 
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31) 青書における 1日当たりの平均収容者数等のデータは，矯正省予算・施設管理局
(Department of Corrections， Bureau of Budget & Facilities Management)から提供
されている。
32) 定格定員 (ratedcapacity) とは，工業規格に基づく，修正および拡張を加えた，
施設の原設計定員のことであり，過剰収容時のベッドや二段寝棚は含まれていな
い。 StateofWisconsin Blue Book 2009-201αp.831. 
33) 矯正施設は80-85%の定員充足率を常態と想定して設計されている。
34) ちなみに，矯正省は， EASとLHSの両施設の存続を検討していた段階では，青
書にある定格定員を用いていた。 SeeFaciliてyEvaluations of Juvenile Corrections Fa-
cilities. Available at: http://www.wi-doc.com/10%20Year%20Plan/9/Sec9_V2.pdf 
35) 例えば，クィスコンシン州立大学の授業料。
36) 例えば，商業活動に対するリサイクリング課徴金。
37) 罪悪税 (sintax) とも呼ばれる。
38) 2007-10年の 3年聞に，個人所得税収入は約69億 1470万ドルから約60億8920
万ドルへ，売上税収入は約43億7420万ドルから約39億4420万ドルへ減少した。
39) 統廃合が行われた後の 2011年 10月に，ワィスコンシン子ども家庭評議会は，次
のように述べて， 17歳を少年司法制度に戻すべきであるとの提言を行っている。
r1980年代および90年代初頭の少年犯罪増加に過剰に反応して，不必要にも，あま
りに多くの青少年を成人システムへ押し込み，また，彼らに成人としての犯罪涯を
残すことになった。少数の最も重大な少年犯罪者には成人のシステムにおいて提供
される，より長期の拘禁が必要かもしれないが，全米における多くの調査研究や
公共政策に関する一致した意見によれば，長期的な地域の安全を促進する上で，少
年司法制度のほうが成人システムより効果的であるJと。 WisconsinCouncil on 
Children & Families， The State of Juvenile Justice in Wisconsin， What Do We Really 
Know?， Oct.， 2011. Available at: http://www.wccf.org/pdf/stateーof_juvenile_justice.
pdf 
40) この背景には，近年における少年専用監護施設の定員割れがある。
41) クィスコンシン州の少年司法における監護 (detention)制度については，服部郎
「少年司法における監護の措置 クィスコンシン州における法制度とその運用」立
教法学79号 (2010年)178頁，本文との関係ではとくに 193-192頁参照。
42) 2011年の法律第32号第3517G章。
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4 州とカクンティとの新たな財政的
関係の構築一一一YouthAids
(1) Youth Aidsの目的
以上にみた少年矯正施設の統廃合は，財政問題が少年司法・矯正に大きな
影響を与えた例の 1つである。財政問題が少年司法・矯正に影響を与えた，
もう 1つの興味深い例がある。 1979-81会計年度予算の一部として発足した
'Community Youth and Family Aids Program' (地域の青少年と家族への支援プ
ログラム)，略して‘YouthAids'と呼ばれるものがそれである43)。プログラ
ムという名前が付けられているが，内容的には資金配分の仕組み (funding
mechanism) と考えるのがよい。その目的は，一言でいえば，外!とカクン
ティとのあいだの新たな財政的関係を構築することにより，不適切な少年矯
正施設送致を抑制するとともに，地域に基礎を置く非行関連業務の質の改善
と範囲の拡大を図ることにある。
Youth Aids発足以前も以後も，カクンティにおける非行関連業務のうち，
里親委託，グループホームおよび児童保護施設 (ChildCaring Institution)の入
所にかかる費用，ならびに地域に基礎を置くプログラムの運営費はカクン
ティから支出されている。その財源は， Youth Aidsを除くと，カクンティの
一般目的収入 (generalpurpose revenue)および‘CommunityAids' (地域援助)44)
と呼ばれる州からカクンティへの交付金などである。
しかし， Youth Aids発足以前は，少年矯正施設送致など少年が州の監護
下に置かれた場合にその収容やケアにかかる費用は全額州から支出されてい
た。カクンティの財政からみれば，少年矯正施設送致は無料で，魅力的 (at
tractive)なものでさえあったので、ある45)。これに対し， Youth Aidsは，これ
まで州が矯正業務に支出してきた予算を各カクンティに配分し，その使途を
各カクンテイの裁量に委ねることにした46)。各カクンティは，配分された資
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金をこれまでどおり少年矯正施設の収容費に充てることもできるし，カクン
ティにおける非行関連業務，すなわち，里親委託，グループホームおよび児
童保護施設の入所にかかる費用や地域に基礎を置くプログラムの開発・運営
費に充てることもできる。要するに， Youth Aidsは，財政的事情から少年
矯正施設送致に傾きやすかった少年司法の運用を中立的なものとし，不適切
な施設送致を抑制するとともに，地域に基礎を置く非行関連業務の質の改善
と多様化を図ろうとしたので、ある。
Youth Aidsの導入により，カヲンティは，州の提供する少年矯正業務の
「購入者J(purchaser) という立場になった。すなわち，あるカクンティの少
年裁判所が少年を矯正施設に送致したときは，州はそのカクンティに少年の
収容にかかった費用を請求し，カヲンティはその費用を州に償還することに
なったのである47)0 1日当たりの収容費は， 2年聞を単位とする会計年度ご
とに計算され，議会の承認を得た後，矯正法 (1+1i:去典集第301章)のなかに規
定されている。ちなみに， 2011会計年度における 1人1日当たりの費用
は，少年矯正施設におけるケア 284ドル，精神医療的措置が必要と判断され
少年矯正施設から特別の処遇施設へ移送された少年に対するケア 284ドノレ，
州の運営する電子監視業務99ドノレ，州の運営するアフターケア業務40ドノレ
である (5.301.26(4)(d)2)。
(2) Youth Aids導入の背景
Youth Aids発足の背景には以下のことがあった48)。
1) 調査研究の成果
1970年代半ば，カクンティにおける少年司法の運用状況について幾つか
の調査研究49)が行われた。これらの研究成果に共通していたのは，非行少
年に対するカクンテイの地域に基礎を置くサーグィスの数が不足しており，
しばしば質も劣るという結果であった。また，少年司法の運用はカヲンティ
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によりまちまちで，同様の犯罪に対して裁判所の異なる処分が行われている
ことも明らかになった。
2) 子ども法第二次改正
1978年の子ども法第二次改正50)前は，犯罪少年 (childadjudged delinquent) 
に対する処分は，①少年もしくは両親，後見人，または法的監護権者への
助言，②保護観察 (supervision)，③里親委託，④親戚，カクンティの児
童福祉部局または州への法的監護権の移行(すなわち少年矯正施設送致)などで
あり，その選択肢は限定されていた51)(当時の s.48且)。しかし，子ども法第
二次改正により，これらの処分のほかに，指導監督付き就労支援プログラ
ム (supervisedwork program)，指導監督付き独立生活 (supervisedindependent 
living)，損害賠償命令 (restitution)などの地域に基礎を置く処分52)が創設さ
れ，その選択肢が拡大された(当時の s.48.34)。また，改正子ども法には，
「犯罪少年または要保護児童についての処分は，少年の福祉を維持および保
護するのに必要であり，両親または少年の権利について最も非制限的であり
(the least restrictive)，かっ，少年とその家族のケア，処遇および再社会化を保
障する方法を用いるものとするJという新たな規定(当時の s.48.355 (1))が置
かれた。この規定は，拘禁施設が少年の再社会化の達成と公共の安全の確保
のための唯一の手段である場合を除き，地域に基礎を置くプログラムのほう
が一般的に望ましいという法の期待を意味した。しかし，これらの業務を提
供したり契約を結んだりするための予算はカクンティに付与されなかった。
カクンティは，改正子ども法の期待に沿おうとすれば，自らの費用で地域内
ケアを開発かつ運用しなければならなかったのである。
3) 少年矯正施設における過剰収容
少年矯正施設における過剰収容も YouthAids発足の大きな背景事情の l
つである。 YouthAids導入前の 5年間(1974-78年)における 1日当たりの
平均収容者数の推移をみると， EASは1.8倍 (251人→452人)， LHSは1.4倍
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(232人→ 325人)に急増している(前掲表1参照)。当時の EASの収容定員は344
人， LHSのそれは 287人であったから， Youth Aids導入直前の 1978年には，
EASは定員の1.3倍， LHSは1.1倍の収容者を抱えていたことになる。
4) 被収容少年再調査プログラム
クィスコンシン州では， 1977年に被収容少年再調査プログラム(Juvenile
Offender Review Program (以下， JORPと呼ぶ))が発足した。 JORPの目的は，
少年矯正施設に送致された少年のニーズを再調査し，施設収容の適否を審査
することにあった。 JORPの再調査の結果， Youth Aids発足以前には不適
切な少年矯正施設送致がかなりの割合で存在することがわかった。すなわ
ち， 1977年には，州の監護下に置かれた少年の 32%，また， 1978年にはそ
の34%について，施設内ケアより地域内ケアがより適切であるとする調査
結果が得られたので、ある53)。
(3) Youth Aids導入の経過
Youth Aidsは， 1980年には試験的に 10のカヲンティ 54)において，翌81
年には72全てのカクンティにおいて導入された。
導入当初， Youth Aidsは，能力造成資金 (capacitybuilding fund)と財政関
係資金 (fiscalrelations fund)の2つの部分から成っていた。前者は，カクン
テイの地域に基礎を置くプログラムの立案，プロジ、エクトの開発，および不
十分な業務提供の充実のために， 1979-81会計年度に限ってカクンティに支
給された資金で、ある。後者は，地域に基礎を置くプログラムの開発ならびに
少年矯正施設の収容費に対し毎年継続してカクンティに支給される資金であ
る55)0 1980年には全てのカクンティに総額約250万ドノレ， 81年には総額約
160万ドノレの能力造成資金が，また， 1980年にはYouthAidsを導入した 10
のカクンティに総額約430万ドノレ， 81年には全てのカヲンティに総額約
2600万ドルの財政関係資金が提供された56)。
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Youth Aidsの導入にあたっては，以下のような仕組みが作られた。まず，
Youth Aidsは，州の健康社会福祉省地域局 (Departmentof Health and Social Ser-
vices， Division of Community Services以下， DCSと呼ぶ)の管轄下に置かれた57)。
そして， DCSは，カクンティの社会福祉部局への資金配分， Youth Aidsの
導入および継続的な運営について，カクンティの社会福祉部局は， Youth 
Aids資金を利用したカクンティの業務およびプログラムの実施について責
任を持つこととされた。
また， Youth Aidsがうまく実施に移されるためには，カクンティの社会
福祉部局， DCSおよび健康社会福祉省の他の部局のあいだの高度の協力，
ならびに共同による問題解決が求められた。 YouthAidsの段階的導入の 2
年間に， DCSは，カクンティに対し， Youth Aidsの諸要件に関する正確な
情報を確実に入手させ，かつ，法律上および政策上の諸要件を遵守させる必
要があった。また，カヲンティが直面している問題を掌握し，それに対処す
るとともに，少年司法制度に携わるあらゆる機関の有する政策決定に関わる
情報を集約することが重要で、あった。そのため， DCSは， 1980-81年に幾
つかの組織や手続きを設けた58)。主なものをあげると，
① Youth Aids諮問委員会 (Youth Aids Advisory Committee) 
1980年3月には， Youth Aids導入にあたって州の健康社会福祉省を補佐
するため， Youth Aids諮問委員会が設けられた。そのメンパーは， 15のカ
クンティの代表， JORPおよび矯正局の代表，少年裁判所の裁判官，少年警
察職員，最高裁判所事務局およびワィスコンシン刑事可法協会 (Wisconsin
Council on Criminal Justice)のメンバー，ならびに，少年司法制度におけるそ
の他の諸機関の代表であった。同委員会は，州全体に関わる重要な政策決定
を行うとともに，州の健康社会福祉省が 1981-83および 1983-85会計年度
のYouthAids予算を作成する上でこれを補佐した。
② 地方YouthAids連携担当 (RegionalY outh Aids Liaison) 
DCSの6つの地方支所には，地方YouthAids連携担当と呼ばれるプログ
ラムの専門家が置かれた。その役割は， Youth Aidsに関する全ての最新情
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報が行き渡るようにすること，ならびに，カクンティの情報および技術的援
助のニーズに対応することにあった。連携担当が設けられたことで，州、|の責
任が明確化され，政策に関する質問に統一的に回答することができるように
なった。
③ Youth Aids技術支援ネットワーク (YouthAids Technical Assistance 
Network) 
このネットワークは，非行プログラムを作成する専門家と，プログラム作
成や職員研修などの援助を必要としているカヲンティの社会福祉部局とを繋
ぐために設けられたもので， 1980-81年に活動を行った。技術支援を行った
のは，専門里親，グループホームおよび損害賠償などのプログラムの設計，
実施および評価について専門性を有する，カクンティの社会福祉部局， NPO 
ならびに州の機関の職員らであった。
④ 審査手続き (ReviewProcedures) 
以上のほかに，カクンティに法律上および政策上の諸要件を遵守させるた
め， DCSにより，計画審査手続き (planreview procedures)，ならびに，会計
報告および予算移転手続き (fiscalreporting and budget transfer procedures)が設
けられた。カクンティの YouthAids年次計画に関する審査手続きでは，計
画のプロセス，計画の完全性，財政上の法令遵守，適切なフ。ログラム作成，
および適切な対象決定に焦点があてられた。会計報告には，先行支出禁止の
要件 (non-supplantingrequirement)，すなわち， 1各カクンテイは， Youth Aids 
導入前に少年司法業務に支出していたのと同額以上を費消した後でなけれ
ば， Youth Aids資金を地域に基礎を置くプログラムのために費消すること
はできないj という要件や， 1新たな，範囲が拡大され，かっ，質の改善さ
れた業務J(new， expanded， and improved services)という要件が充足されている
ことを示す必要があった。
Youth Aidsはごく短期間に導入されたが，以上のような組織や手続きは
その円滑かつ適正な実施に貢献した59)。
330 
少年司法と財政
(4) Youth Aidsの配分方法
Youth Aidsの総額は 2年聞を単位とする会計年度ごとに決められてい
る。ちなみに， 2010年におけるその金額(上限)は， 1億 0079万0200ドノレで
ある (s.301.26(7) (a))。
現在， Youth Aidsの総額は 8種類の資金，すなわち，①期首基礎配分
(7827万5500ドル。以下()内は2010年の金額)，②アルコーノレ薬物関係の基礎配
分 (13万3400ドル)，③ 1999年増額分 (40万ドル)，④ 2001年増額分 (210
万6500ドル)，⑤被逮捕者数補足金 (20万ドル)，⑥ 2007年増額分(1250万ド
ル)，⑦電子監視運営費 (212万4800ドノレ)，⑧緊急資金 (25万ドル)から成っ
ている。最も多いのが①期首基礎配分で総額の約78%，2番目に多いのが
⑥ 2007年増額分で約 12%であり，この2つで総額の約9割を占めている。
各資金の内容およびカクンティへの配分方法は以下のとおりである60)。
① 期首基礎配分(InitialBase Alocation) 
Youth Aids発足当初は，各カクンテイへの配分額は次のような 11つの
優先因子を伴う 3因子定式J(three-factor formula with an additional override fac-
tor)により決められていた。すなわち，基本的には， (a) 1979年における
州全体の少年人口 (0歳から 17歳まで)， (b) 1975-78年に，連邦の統一犯罪
報告システム (UniformCrime Reporting System)の定める第一部犯罪61)(Part I 
Crime)で逮捕された州全体の少年の人数，および， (c)同期間における州
全体の少年矯正施設送致数に占める各カクンテイの同送致数の割合に応じて
各カクンテイへの配分額が算出される。ただし，その配分額は，仮に少年矯
正施設送致数がカクンテイへの配分を決めるための唯一の因子とした場合の
額の 93%以上ないし 115%以下でなければならないとされている。また，
1982年 1月には，小さなカクンティの最少配分額を保障するため，第2の
優先因子が付加された。これにより，各カクンテイへの配分額は，上記(a)
(b) (c)の3因子定式による額の 1万9000ドル以上または65%以上の額でな
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ければならないとされた。現在も，カクンテイへの期首基礎資金は，これら
2つの優先因子を伴う 3因子定式により配分されている。
② アルコーノレ薬物関係の基礎配分(Alcoholand Other Drug Ba5e Allocation) 
Youth Aidsの総額のうち 133万 3400ドルは，アルコーノレ薬物濫用処遇プp
ログラムに充てられている (5.301.26(8))。この特定目的資金は，各カクン
ティが過去 3年聞にコミュニテイの支出として利用可能であった Youth
Aidsの平均額七州全体のコミュニティ・プログラムの平均額で除した値を
もとに配分される。
③ 1999年増額分
1999年以降は400万ドノレが増額されている62)。この増額分は，同等に重み
付けられた次の 3因子，すなわち， (a)情報が利用可能な最近年における州
全体の少年人口に占める各カヲンティの少年人口の割合， (b)情報が利用
可能な最近の 3年間に第一部犯罪で逮捕された州全体の少年の人数に占める
各カクンティの同人数の割合，および， (c)情報が利用可能な最近の 3年間
に少年矯正施設または拘禁青少年保護センタ _63)(5ecured re5idential care center 
for children and youth)に収容された州全体の少年の人数に占める各カクン
ティの同人数の割合をもとに配分される (5.301.26(7)(b))。
④ 2001年増額分
2001年以降は210万6500ドルが増額されている64)。この増額分は，上記
(a) (b) (c)の3因子および次の優先因子，すなわち，各カクンティへの配分
額は，仮に上記(c)がカクンテイへの配分額を決めるための唯一の因子とし
た場合の額の 93%以上ないし 115%以下でなければならないという優先因
子により配分される (5.301.26(7) (c))。
⑤ 被逮捕者数補足金(Arre5tSupplement5) 
人口 5万人未満の小規模なカクンティに対し，被逮捕者数補足金として
20万ドノレが支給されている。この補足金は，データが利用可能な最近の 2
年聞に，人口 5万人未満の全てのカクンティにおいて第一部犯罪で逮捕され
た少年の人数に占める各カクンティの同人数の割合をもとに配分される。こ
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の補足金は，法律上の根拠はないが，事実上支給が継続されてきているの)。
⑥ 2007年増額分
2007年以降は 1250万ドノレが増額されている6)。この増額分は，情報が利
用可能な最近の 3年間に少年矯正施設に収容された州全体の少年の人数に占
める各カクンテイの同人数の割合をもとに配分される (s.301.26(7) (bm))。
⑦ 電子監視運営費 (CorrectiveSanction) 
州の運営する電子監視の運営費として 212万 4800ドルが充当されてい
る。これは，電子監視に付された少年の人数に応じて配分される (s.301.26(7)
(h))。
⑧ 緊急資金 (Emergencies)
緊急資金としてお万ドルが充当されている。この資金は，人口 4万 5000
人未満の小規模なカクンティに配分される (s.301.26(7) (e))。
そして，以上の①から⑦の各資金を所定の方法により各カクンテイへ配分
した金額の合計が，各カクンテイへの配分額ということになる。 2010年を
例に，各カヲンテイへの配分額(ただし，①から⑥の 9841万5400ドル分)をみる
と，上位は最も人口の多いミルクォーキーの 3755万 2862ドノレ，州都マディ
ソンのあるデインの 696万 8654ドノレ， ラシンの 476万 3709ドル，下位はア
イロンの 4万 8262ドノレ，プローレンスの 5万 7418ドノレ，パップアローの 6
万 1910ドノレである67)。カクンテイへの配分額には大きな差のあることがわ
カ3る。
注
43) Y outh Aidsは1979年の法律第34章により創設され，州法典集第46章の社会福
祉事業法 (SocialServices)のなかに規定された(当時の s.46.26)。現在では，
Youth Aidsに関する規定は，外|法典集第301章の矯正法(Corrections)のなかに置
かれている (s.301.26)。
44) Community Aidsとは，社会福祉業務の提供のために，クィスコンシン州の健康
家庭省 (WisconsinDepartment of Health and Family Services)が各カヲンテイに
対し配分する州および連邦の合同資金のことである。その財源は，社会福祉助成金
(SociaI Services Block Grant)，地域メンタノレ・ヘルス助成金 (CommunityMentaI 
Health Block Grant)およびタイトル・フオー 資金 (TitleIV Monies)などの連邦の
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基金，ならびに州の一般目的収入 (GPR)である。 YouthAidsが少年司法のみを対
象としているのに対し， Community Aidsは，メンタノレ・ヘルス，発達障害，アル
コーノレ薬物濫用，アルツハイマー，介護，家庭支援，地域支援など，広〈社会福祉
を対象としている。 5eeBai Linh Hoang et al.， Robert M. La Follette School of Pub-
lic Affairs， University ofWisconsin-Madison， An A聞か'sisof CommuniかAids，pre-
pared for the Wisconsin Joint Legislative Council， 2006. 
45) Department of Health and Social Services， Division of Policy and Budget， A Re 
port on the 5tatus of the Community Youth and F，日milyAids Program， 1985， pp.3-4. 
46) ただし， Youth Aids資金を，土地の購入，建物の建設，建物の維持，拘禁監護施
設，カクンティのジェイノレ，市の拘禁施設，または一時的なシェルター・ケアの費用
lこ充てることは許されていない(当時の s.46.26 (2) (c))。
47) ただし，次の場合には州から費用が支出される。①重大少年犯罪者 (seriousju 
venile offender) と認定された少年のケア，②成人裁判所が本来的管轄権を有する
少年，または成人裁判所に移送され州立刑務所収容の判決を受けたが，矯正省によ
り少年施設に収容された少年，③ 1996年7月1日の前に犯した一定の犯罪を理由
に暴力犯 (violentjuvenile offender)と認定された少年に対する矯正またはアフター
ケア業務，④ 1996年7月1日の前に管轄権延長命令により少年として業務提供を
受けている少年。
48) 5ee T. Hamilton， Division of Policy and Budget， Department of Health and Social 
Services， Discussion of the Community Youth and Family Aids Propω日1，1979， pp.1-6; 
Department of Health and Social Services， Division of Policy and Budget， op. cit.， 
pp.1-3. 
49) 例えば， John Howard Association， Juvenile Court 5ervices， A 5tatewide Master 
Plan and 5tudy， Final Repo付forthe 5tate of Wisconsin， Depa行mentof Health & 50 
cial 5ervices， Division of Famiか5ervices，1977. 
50) 子ども法第二次改正の経緯および内容については，服部・前掲「クィスコンシン
州における少年司法の歴史J303頁以下参照。
51) 要保護児童 (childin need of supervision)に対する処分も，子ども法第二次改正
前は，州への法的監護権の移行を除いて犯罪少年に対する処分と同じであり，選択
肢は限られていた(当時の s.48.345)。
52) これらの処分の内容については，服部朗「ヲィスコンシン列同少年司法制度一処
分の選択を中心にみた手続の流れ」津登俊雄編著・世界諸国の少年法制U(1994年)
108-109頁参照。
53) State of Wisconsin， Department of Health and Social Services， Division of Com-
munity Services， Bureau of Human Resources， Office for Children， Youth and 
Families， Choice for Communities， Alternatives for Youth， The Community Youth and 
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Family Aids Program， A Progress Report on Program Implemenωtion， 1982， Revised， 
1983， pp. 36-37 
54) Adams， Bay自eld，Dane， Juneau， La Crosse， Racine， Richland， Sauk， Washington， 
Winnebagoの10カクンティ。
55) State of Wisconsin， Legislative Audit Bureau， The Comunity Youth and Famiか
Aids Program: An Evaluation by the State of Wisconsin Legislative Audit Bureau， 
1981， p.8. 
56) T. Hamilton， op.αt.， p.7; Wisconsin Department of Health and Social Services， 
Division of Community Services， op. cit.， p. 11. 
57) 当時，健康社会福祉省は，地域の社会福祉およびメンタル・ヘルスに関する業務お
よび収入維持プログラム，健康に関する業務，ならびに，成人および少年の矯正に
関する業務を管轄していた。その後 1990年に同省矯正局 (Divisionof Correc 
tions)は独立して矯正省 (Departmentof Corrections) となった。そのとき少年矯
正とその関連業務は健康社会福祉省に残ったが，その後1995年に矯正省に移管さ
れ，新たに設けられた少年矯正局 (Divisionof Juvenile Corrections)のもとに置か
れることになった。現在では， Youth Aidsは矯正省少年矯正局の所管業務となって
L、る。
58) Wisconsin Department of Health and Social Services， Division of Community 
Services， op. cit.， pp.11-14 
59) もっとも，カヲンティによってはYouthAids導入にあたり体制が十分ではない
ところもあったが，全体的な評価としては州とカクンティとのあいだの共同はうま
く行ったようである。 SeeState ofWisconsin Legislative Audit Bureau， op. cit.， pp.ll-
18. 
60) Christina D. Carmichael， Wisconsin Legislative Fiscal Bureau， Information Paper 
58: fuvenile fustice and Youth Aids Program， 2011， pp. 28-31， 46-47. 
61) 指標犯罪である 8つの犯罪を指す。指標犯罪については注21参照。
62) 1999年の法律第9号による。
63) 拘禁青少年保護センターとは，犯罪少年の拘禁監護を行うために，矯正省の認可
を受けた児童福祉機闘が運営する収容型施設のことである (s.938.02 (15g) )。
64) 2001年の法律第16号による。
65) 被逮捕者補足金に関する規定は 1995年の法律第27号により廃止された。しか
し，関連資金は削除されなかった。矯正省は，規定の廃止前と同様に資金の配分を
継続している。
66) 2007年の法律第20号による。
67) Christina D. Carmichael， Wisconsin Legislative Fiscal Bureau， op. cit.， pp.46-47. 
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5 YouthAids導入の効果と今後の課題
(1) Youth Aidsが少年司法に与えた影響
Youth Aids導入は， どのような効果をもたらしたのであろうか。 Youth
Aids導入直後の 1982年および83年に州の健康社会福祉省地域局 (DCS)が
出した報告書68)によると， Youth Aidsは以下の 5つの良好な変化をもたら
した。
1) カウンティにおける非行関連業務の連携
Youth Aidsの導入は，非行少年にはどのようなニーズや問題があるか，
また，専門的なプログラムを作ってそのニーズにどのように対処するかに焦
点をあてたばかりでなく，カクンティにおける非行関連業務を繋ぎ合わせる
働きをした。多くのカワンティでは，カヲンティの社会福祉部局の職員，少
年裁判所の裁判官，警察官，メンタノレヘルスの専門家，学校関係者らをメン
ノtー とする YouthAids計画委員会 (Youth Aids Planning Committee)が設けら
れた。この委員会の目的は，① YouthAids資金の利用計画の作成だけでな
く，②カクンティの業務提供者，警察および裁判所のあいだのコミュニ
ケーションの推進，③事件送致や処分等に関する共通指針の策定，④共同
研修の開催，⑤ YouthAids資金を利用したプログラムの実施，有効性およ
び質のモニター，⑥ YouthAids資金を利用するプログラムの適正な実施の
確保，ならびに，⑦収集したデータに基づくプログラムの計画変更および
Youth Aids予算の移転について勧告を行うことにもあった。同委員会にお
ける議論は，組織聞におけるコミュニケーション，連携および協同に集中し
た。これらの討議を通じ， Youth Aids資金を利用した業務だけでなく，カ
ヲンティにおける青少年事業全体が見渡されることになった。かくして，
Youth Aidsの導入は，地域のあらゆる部門の代表者を結び合わせ，カクン
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ティにおける少年司法業務の立案，モニターおよび連携に貢献した。
2) カウンティにおける業務と処分の選択肢の誌大
少年司法制度における最も重要な変化は，非行少年に対する業務の質の改
善と範囲の拡大で、あった。
比較的大きな，主に都市のカクンティでは，個別分野を専門とするソー
シャノレワーカーの職(例えば，事件の選別を担当するワーカー，処分の執行に関わる
ワーカー，損害賠償のコーディネーター，警察との連携を担当するワーカー，プロペー
ジョンとスーパーグィジョンを担当するワーカー， Youth Aidsのプランナーやコーディ
ネーター)を新設し，また，非行少年に対する特別なプログラム(例えば，損
害賠償，集中的なプロベーション，在宅または地域内の処遇プログラム)を導入する傾
向にあった。一方，比較的小さな，主に田舎のカクンティでは，複数の仕事
を兼務する職(例えば，スーパーグィジョンの提供，グ、ノレープホームとの連携および損
害賠償プログラムを兼務するソーシヤノレワーカー，あるいは，スーパーグィジョンの提
供，損害賠償およびダイグァー ジ、ヨン・プログラムを兼務するツー シヤノレワー カー )を倉リ
設する傾向にあった。また，比較的大きなカクンティでは，幅広い業務を提
供する多元的アプローチが採られる傾向にあったのに対し，比較的小さなカ
クンテイでは，新たに 1つないし 3つのプログラム(集中的な在宅処遇プログラ
ムなど)に YouthAids資金を充てる傾向にあった。
Youth Aidsの導入期である 1980-81年の 2年間に限っても，以下に示す
ように， Youth Aids資金を利用した，家庭や地域に代替するケアの充実，
および，地域に基礎を置く多様なプログラムの導入が行われた。
Youth Aids資金のかなりの部分は，里親委託，グノレープホームおよび児
童保護施設などの伝統的な代替的ケア業務の導入または購入に使われた。州
全体で新たに 7つのグループホームが開設されたほか，シェノレター施設のな
い6つのカクンティでは緊急対応の里親委託 (crisisfoster care)が，また， 19 
のカクンテイでは専門里親委託 (treatmentfoster care)が行われた。
Youth Aids資金により導入された，地域に基礎を置くプログラムには
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様々なものがあるが，主なものをあげると(以下[)内は 1980-81年に当該プ。ログ
ラムを導入したカクンテイの数)，①集中的なプロベーション(10)，② 1979-81
その基金の期限年まで連邦の基金による損害賠償のプロジ、エクトに加わり，
が満了した後も YouthAids資金を利用して損害賠償プログラムを継続 (11)，
③新たに損害賠償プログラムを開始 (7)，④指導監督付き就労支援プ。ログ
ラム Csupervisedwork program) (9)，⑤家庭監護プログラム69)Chome detention) 
(9)，⑥自立生活プログラム Cindependentliving) (5)の創設などである。
カウンティと州との共同による計画作成3) 
カクンティは矯正局の提供する施設収容およYouth Aidsの発足により，
このことと，被び退院後のアフターケア業務の購入者という立場になった。
収容少年の処遇計画を作成する上でカクンテイの情報を集約する必要から，
この手続きを共同による再調査手続き Cjointreview process)が設けられた。
およびカクンティ通じて，被収容少年再調査プログラム(JORP)，矯正省，
の各代表は，州の監護下にある個々の少年の処遇，退院および退院後のアフ
い
」ーターケアの計画を作成するため， 6か月ごとに会合を持つことになった。
の共同による計画作成と再審査手続きの目的は，①被収容少年の処遇目標
設定，②学習を含む施設内における特定のサーグイスおよびリソースの推
ならび奨，③処遇目標の達成にみられる個々の少年の成長に関する評価，
より非制限的グループホームまたは処遇施設などの，里親，に，④自宅，
カクンティの関係者を取なアフターケアの資源へ向けた退院審査にある。
り込んだ共同計画および再審査手続きの拡大は，①少年の処遇計画，成長
および退院後の地域復帰に関わる当事者聞のコミュニケーションの促進，
②被収容者再調査プログラム(JORP)，矯正局およびカクンテイの職員の役
割および責任に関する相互理解の促進，③適切な処遇計画作成のために地
域の有する情報の活用，④個々の少年の成長を評価するための測定可能な
目標の設定に貢献した。
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4) 少年矯正施設収容者数の減少と費用の削減
Youth Aids導入により，少年矯正施設における 1日当たりの平均収容者
数は減少した。 YouthAids導入直前の 1979年と導入直後の 82年とを比較
すると， EASの 1日当たりの平均収容者は 21%減少 (386人→ 304人)， LHS 
のそれは 29%減少した (286人→ 204人)(前掲表 1参照)0 82年時点、における
EASの収容定員は 313人， LHSのそれは 265人であるから定員充足率は
EAS 97%， LHS 77%となり， Youth Aids導入後は過剰収容が解消されたこ
とになる。
表2は， Youth Aids導入前後における少年矯正施設新収容者数の推移七
比較的大きなカクンティと小さなカヲンティとで比較したものである70)。
その推移を，①導入直前 (1978・79年)，②導入期 (1980・81年)，③導入直
表2 力ウンティ別の少年矯正施設新収容者人員(1978-83年)
1978 1979 i 1980 1981 j 1982 1983 
都市のカウンティ
Brown 22 24 28 39 30 15 
Dane 23 23 32 22 24 26 
EauClaire 6 8 2 3 5 3 
Kenosha 62 43 69 58 23 31 
La Crosse 19 20 19 14 13 9 
Marathon 12 8 14 13 7 18 
Milwaukee 256 250 259 250 276 259 
Outagamie 20 24 17 18 22 23 
Racine 79 56 40 40 43 50 
Rock 45 39 33 25 24 24 
Sheboygan 21 17 13 11 7 8 
Waukesha 38 27 23 30 23 31 
Winnebago 26 15 15 21 7 6 
小計 629 554 564 544 504 503 
小計 (M丑waばeeを除く) 273 304 305 294 228 244 
田舎の力ウンティ 301 212 : 195 161 i 176 130 
合計 930 766 759 705 : 680 633 
少年矯正施設新収容者のない
5 7 i 16 17 i 19 22 カクンティの数
注:Department of Health and Social Services， Division of Policy and Budget， A 
Repo付 onthe Status of the Community Youth and PamiかAidsProgram， 1985， 
p.33所掲の表9より抜粋。
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後 (1982・83年)の別にみると，最も人口の多いミノレクォーキーについては
変化はみられないが， ミノレクオーキーを除く都市のカクンティでは新収容者
数は 18%減少している(①577人→②599人→③472人)。これに対し，小さな
カワンティでは新収容者は 40%減少している(①513人→②356人→③306
人)。カクンティによりパラツキはあるものの， Youth Aidsは小さなカクン
ティに，より大きな影響を与えたといえる。この理由としては，小さな， し
たがって財政基盤の弱いカヲンティは，矯正施設収容費の削減に，より敏感
に反応したことが考えられよう。
また，州の提供するアフターケア業務(里親，グループホーム，児童保護施
設，スーパーグィジョン)に要する日数および費用も減少した。 1980年と 1982
年とを比較すると，その合計日数は 25万2160日から 10万8734日へ 57%
減少，合計費用は 388万 1850ドノレから 219万2733ドノレへ44%減少した。
さらに， 1981年には 72のカクンティのうち 17が，また 1982年には約半数
の35のカクンティが，矯正施設退院後の全てのアフターケア業務を自前で
行うようになったことも大きな変化である71)。
5) 不適切な少年矯正施設送致の減少
1979-82年における少年矯正施設新収容者数は大きくは減少しなかったも
のの (613人→581人)，被収容少年再調査プログラム(JORP)によって「適j
と評価された少年矯正施設送致および退院後のアフターケアの割合は大きく
増加した (76%→92%)72)。すなわち， Youth Aidsは不適切な少年矯正施設
送致を減少させたことになる。
(2) 今後の課題
1) Youth Aidsの減額
上にみたとおり， Youth Aidsは，不適切な少年矯正施設送致を抑制する
とともに，地域に基礎を置く非行関連業務の質の改善と範囲の拡大をもたら
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した。さらには，その導入過程において，州とカクンティとのあいだの，ま
た，少年司法制度に携わる諸機関のあいだのコミュニケーションを促進し，
その連携を築くことにも貢献した。ワィスコンシン州の各カクンティにおけ
る非行問題への取り組みにとって， Youth Aidsが果たしてきた役割はきわ
めて大きい。
しかし，不況による州の財政危機はYouthAidsをも圧迫し始めている。
表3に示すとおり，これまでYouthAidsは増額を続けてきた。しかし
2011年には前年比で 4.9%(491万 7100ドソレ)の減額， 2012年には前年比で
5.1 % (491万 7000ドソレ)の減額を招いている。デイン・カクンティを例にYouth
Aids配分額の推移をみると， 2008年の 794万 4300ドノレをピークに，その後
は減少に転じ， 2012年には 620万 5563ドノレにまで減少している(前年比
一13%，91万6137ドノレの減額)73)0 20日年には， これほど高率ではないけれど
も，さらなる減額が見込まれている。州の財政事情が悪化するなか， Youth 
表3 Youth Aidsの総額および少年矯正施設収容費の推移
(1997-2012年)
YouthAids総額 (指数) ; 収容費/1B (指数〉
2012年
11 
10 
09 
08 
07 
06 
05 
04 
03 
02 
01 
00 
99 
98 
97 
$ 90，956，100 
95，873，100 
100，790，200 
100，790，200 
99，790，200 
93，540，200 
88，290，200 
88，290，200 
88，290，200 
88，290，200 
87，760，300 
86，707，100 
85，183，700 
83，183，700 
82，741，700 
78，997，300 
(115) 
(118) 
(111) 
(100) 
$289* (192) 
284* 
275* 
268* 
259* (172) 
209* 
203* 
187* 
183* 
172.51 * (115) 
167.57* 
153.55 
153.01 ** 
154.94 
150.44** (100) 
注:矯正法 (s.301.26(4) (d)2，3， 301.26(7) (a))の履歴により作成。
指数は 1997年を 100としたときの値。
キは会計年度， **は7月1日 12月31日の金額。
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Aidsも厳しい冬の時代を迎えているのである。
2) 力ウンティの財政事情
過去に経験のない，このようなYouthAidsの大幅な減額は，今後のカク
ンティにおける非行問題への取り組みにどのような影響をもたらすのであろ
うか。この問題を考えるにあたり，まず，カクンティの財政状況に目を向け
る必要がある。
アメリカ各州におけるカクンティの収入は，大別すると， (1)自主財源，
(2)政府間収入 (intergovernmentalrevenues)，および(3)社会資本の資金調
達から成っている74)。ワィスコンシン外!の場合，カウンティの (1)自主財源
としては，①租税収入，②公共料金75)(public charges for services)，③地方
条例による罰金および違反金 (forfeiture)，④許認可76)Clicenses & permits)な
どがあり， (2)政府間収入としては，連邦および州からの交付金および政府
間の公共料金77)などがある。
デイン・カヲンテイを例に収入状況をみると， 2010年における事業収入
(adopted operating revenue)は4億 6043万4195ドルであり， うち政府間収入
が全体の約 41%，租税収入が約38%であり，この 2つで収入全体の約8割
を占めている(図7)。なお，租税収入のほぼ全ては財産税 (propertytax:)と
売上税78)(sales tax:)である。
このように，デイン・カクンティの収入の半分近くは政府間収入，すなわ
ち，連邦および州からの交付金で占められている。政府間収入は，カクン
ティにとり重要な財源であるが， しかし，不安定な財源でもある。連邦およ
び州の財政事情は政府間収入を介してカクンティの財政に波及するからであ
る。その構成比が高ければ，カクンテイの被る影響はそれだけ大きなものに
なる。また，租税収入の約 23%(収入全体の約 9%) を占める売上税は景気に
左右されやすい財源である。実際，デイン・カクンティの売上税収入は，
2009年以降，不況による消費の冷えを反映して減少している 79)。第 3章で
は州の財政危機について述べたが，カクンティの財政にも大きな不況の波は
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図 7 デイン・力ウンティの事業収入 (2010年)
公共料金 13%
財産税28%
売上税 9%
その他の
税収 1% 
注:Dane County， The Department of Administration， 2010 Dane County Budget 
in Briそfをもとに作成。
押し寄せているのである刷。
3) Youth Aids減額の影響
Youth Aidsの減額がもたらす影響は，以上のようなカクンティの財政事
情を抜きにして語ることはできない。なぜなら， Youth Aidsの減額が，そ
れ自体としてではなく，カクンティの財政事情と絡み合って，どのような影
響をもたらすかを考える必要があるからである。
ここで表4をご覧いただきたい。この表は， 2006-12年にデイン・カクン
ティ社会福祉省子ども青少年家庭局 (DaneCounty Department of Human Servic-
es， Children， Youth & Families Division)が購入を予定した民営非行関連業務の金
額，すなわち，同局が編成した非行関連予算のうち民営業務購入費を， I予
防J(prevention)， I危機介入J(crisis intervention)， I処遇J(treatment)の分野別
に集計したものである。これによると， 2009年以降，予防分野における業
務購入額が極端に減少していることがわかる。この落ち込みは何を意味して
いるのであろうか。
裁判所が少年に対し何らかの処分(例えば，スーパーグィジョンや損害賠償)を
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表4 デイン・力ウンティにおける民営非行関連業務購入費(分野別)の推移
06 07 08 09 10 1 12年
予防 94，652 86，405 79，019 9，868 9，590 9，590 $ 9，590 
(Pr官vention)I (8%) (7%) (5%) (1%) (1%) (1%) (1%) 
早期介入 I 89，750 90，542 141辺8 92，459 161，231 177，231 $ 192，913 
(Crisis lnt.) I (8%) (7%) (9%) (6%) (10%) (11%) (11%) 
処遇 988，902 1，038，249 1，437，466 1，505，003 1，430，503 1，434，503 $ 1，475，983 
(T民atment)I (84%) (85%) (87%) (94%) (899も) (88%) (88%) 
計 I1，173，304 1，215，196 1，657，713 1，607，330 1，601，324 1，621，324 $ 1，678，486 
注:Dane County Department ofHuman Servicesの資料による。
命じれば，カクンティは直ちにそれを執行する義務がある。財政難であって
も処遇のための予算を削ることはできない。これに対し，予防は将来の問題
である。現時点ではその必要性は必ずしも明白ではなく緊迫もしていない。
したがって，財政安定時であれば，予防にも予算を投入して将来に備えるこ
とができるが， しかし，財政困窮時であれば予防は後回しにならざるをえな
い。上の予防分野における民営業務購入額の落ち込みは，このような予算の
優先順位を反映したものと考えることができる。
問題は，このような予算状況のなかでYouthAidsの減額がどのように作
用するかである。 YouthAidsの対象者は少年司法に関わることになった少
年である。 YouthAids資金を非行の一般予防に使うことは許されていな
い。したがって， Youth Aidsの減額が直接的に予防分野における予算削減
につながることはない。しかし，処分執行に必要な予算全てがYouthAids 
資金により賄われているわけではない。仮に 2011年におけるデイン・カクン
テイへの YouthAids配分額712万1700ドル全額を同年における同カクン
ティの代替的ケアのための予算(すなわち，里親，グループホーム，児童福祉施設
および少年矯正施設送致のための予算)1264万8592ドルに充てたとしても， その
半分 (56%)に届くだけである。 YouthAidsが減額されれば，処分執行予算の
不足はその分拡大されることになる。その不足分は，他の財源，例えば，租
税収入や政府間収入である 'CommunityAids'などで補充するしかない。
さらにその結果，その財源で賄われていた分野の予算が手薄になり，それを
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埋めるために，さらに他の財源が必要になる。このような玉突き現象が起こ
れば，その行き着く先は緊急性の低い予算の削減ということになる。このよ
うにして， Youth Aidsの減額は，間接的に非行関連予算を圧迫し，予防分
野における予算の削減をより一層進めることになる可能性が高いであろう。
第3章でみたとおり，ヲィスコンシン州では，近年少年犯罪は減少してい
る。その原因が，当地の専門家の指摘するように軽微な非行への対応の成果
にあるならば，予防分野における予算の削減は，予防されない非行，あるい
は軽微な段階で解決されない非行の増加を将来につけとして廻すことになろ
う。そして，不幸にもこの予測が的中すれば，現在の予防分野における予算
削減額をはるかに超える処分執行予算がその時に必要となる。このことは，
非行関連予算をさらに圧迫することになろう。
注
68) State of Wisconsin， Department of Health and Social Services， Division of Com 
munity Services， Bureau of Human Resources， Office for Children， Youth and 
Families， op.cit. 
69) 家庭監護プログラムについては，服部・前掲「少年司法における監護の措置
ワィスコンシン州における法制度とその運用J178頁以下参照。
70) Department of Health and Social Services， Division of Policy and Budget， op.cit.， 
p.33. 
71) State of Wisconsin， Department of Health and Social Services， Division of Com-
munity Services， Bureau of Human Resources， Office for Children， Youth and 
Families， op.cit.， pp.33， 35
72) State of Wisconsin， Department of Health and Social Services， Division of Com 
munity Services， Bureau of Human Resources， Office for Children， Youth and 
Families， op.cit.， pp.34， 36. 
73) デイン・カクンテイへの YouthAids配分額は， 2007年624万3200ドノレ， 08年
794万4300ドル， 09年739万3800ドノレ， 10年 712万 1700ドル， 1年712万1700ド
ノレである。
74) 山崎正・米国の地方財政 (1989年)156頁以下参照。
75) 例えば，デイン・カクンティ地方空港(DaneCounty Regional Airport)の駐車料
金・空港使用料，電気ガス会社(AlliantEnergy Center)の建物使用料。
76) 例えば，建物の売却許可，犬の鑑札，婚姻許可状 (marriage!icense)の発行，公
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衆衛生関連の許可および検査費。
77) 例えば，ハイクエイの維持費。
78) 州の売上税率は 5%であるが，これとは別に，カヲンテイは，希望すれば，条例
の採択により， 0.5%の売上税を賦課することができる (s.77.70)。この 0.5%分の
売上税はカクンテイの租税収入となる。
79) デイン・カクンティの売上税収入は， 2005年 4062万0232ドノレ， 06年4250万7147
ドノレ， 07年 4306万4672ドル， 08年 4374万6347ドル， 09年 4029万3014ドル， 10 
年4078万5232ドルと推移している。
80) デイン・カクンティにある州都マディソンは，州の諸機関とヲィスコンシン州立大
学マディソン校の衝である。政治的にリベラノレで，ヲィスコンシン州のなかで最も
財政的に恵まれているカクンティである。したがって， Youth Aidsの減額があって
も，全体的な予算の調整によりその不足分を吸収することが現在のところ可能であ
る。しかし，小さな，財政基盤の弱いカクンテイのなかには，職員数の削減やフロロ
グラムの中止などを余儀なくされているところも現れていると推察される。
6 おわりに
本稿では，ヲィスコンシン州における少年矯正施設の統廃合およびYouth
Aidsを題材として，少年司法・矯正と財政との関係について考察してき
た。 1990年代，ワィスコンシン州にも厳罰化の波が押し寄せた。社会のな
かに厳罰化の要求はなお潜在しているものの，表面的には静まりをみせてい
る現在，当地の少年司法は財政危機という新たな時代の波を受けている。こ
のような時代のなかで，少年司法の理念を維持するため，少年司法と財政と
のより良い関係をいかにして構築するかが問われているのである。
現在，財政危機は世界的規模で拡大し，わが国もその渦中にある。冒頭に
述べたように，財政問題を抜きにして司法政策・刑事政策を語れない時代が
到来しつつある。このような時代と経済情勢のなかにあって，ワィスコンシ
ン州の経験は，わが国が少年司法と財政との関係という問題に今後どのよう
に向き合っていくべきか，また，そこにはどのような困難が待ち受けている
かを示唆しているように思われる。
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もっとも，財政や予算との関連で少年司法・矯正を考えることが無条件に
望ましいというわけではない。本稿でながめてきたとおり，ヲィスコンシン
州における少年矯正施設の統廃合は，財政問題，より正確には財政問題をめ
ぐる政治的駆け引き (politics)が少年司法・矯正のあるべき姿を歪めてし
まった例の Iつである。これに対し， Youth Aidsは，州とカクンテイとの
あいだの新たな財政的関係を構築することにより，不適切な少年矯正施設収
容を抑制し，地域に基礎を置く非行関連業務の質の改善と範囲の拡大に貢献
してきたもので，財政の仕組みと少年司法とが良い形で結合した例の lつと
いえよう。ただし，今後YouthAidsの減額がワィスコンシン州の少年司法
にどのような影響を与えていくか，注意深〈見守っていかなければならな
い。ワィスコンシン州の 2つの経験は，少年司法と財政との関係をめぐる
「知恵Jと「危うさ」の両面を伝えている。
本稿を閉じるにあたり，クィスコンシン州における少年司法風土(ここで
は少年司法制度そのものだけではなしそれを取り巻く世論，経済，財政などの社会情勢
を含め，こう呼ぶことにしたい)とわが国におけるそれとの構造上の違いを整理
しておきたい。そのために 3本の座標軸をたてることにしよう。
第1の座標軸は「コストJ，第2の座標軸は「効果jである。この2つの
軸から成る座標平面は「費用対効果J(cost -benefit)を意味することになる。
クィスコンシン州の司法風土は「低コスト高効果Jを志向するベクトノレとし
てこの座標平面上に位置づけられる。ただし，少年矯正施設の統廃合は，費
用対効果の平面上にあるふりをしながら，実際には政治的駆け引きという異
次元へとシフトしてしまった現象と捉えることができょう。これに対し，わ
が国の司法風土は「高効果指向」ではあるが，一般的にはそれは処遇や働き
かけの効果として論じられており，コストとの関連で議論されることはほと
んどない。つまり，わが国には第 1の軸と第2の軸は存在するが，これらに
よる座標平面は十分に形成されていないことになる。
この平面上に，さらに「中央集権vs.地方分権」という第3の座標軸をた
ててみたい。この第3軸と第1軸(コスト)から成る座標平面は， r予算の中
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央集中vs.地方移譲」を意味することになる。 YouthAidsは， この平面上
に，中央から地方へ向かうベクトノレとして位置づけられる。これに対し，わ
が国の司法風土は，固ないし中央に集中した状態にある。家庭裁判所は国の
機関であり，そこに勤務する裁判官も家裁調査官も国家公務員である。処遇
機関である少年院も全て国立であり，法務教官も保護観察官も国家公務員で
ある。
ワィスコンシン州の少年司法風土とわが国のそれとのあいだには，以上の
ような基本構造の違いをみてとることができょう。もっとも，それはあくま
で特徴であって， どちらが良いとか悪いとか簡単にいえるものではない。し
かしながら，上のような構造上の遣いを捉えた上で，あらためてわが国の少
年司法風土をながめたときみえてくる課題もある。
第1は， iコストj という問題への向き合い方である。現在，わが国で
も，少年司法運営に必要なコストの問題が生じていないわけではない。公費
削減や公務員削減という時代の要求は，現場に重大な影響をもたらしてはい
ないだろうか。問題は，その問題が外からはみえにくい形で進行しているこ
とにある。わが国でも，予算や財政の問題を，潜在するものとしてではな
し外からもう少しみえる形にした上で，それが少年司法・矯正に及ぼして
いる影響について検討を始める時期に来ているのではないだろうか。
第2は，地方への一部予算移譲の可能性である。現在，わが国の少年司法
は，警察および児童福祉の領域を除けば，もっぱら国家予算により賄われて
いる。このことは統一的で均質な少年司法を実現している。しかし，ヲィス
コンシン州との比較でいえば，わが国の状況は，財政的には極端に中央に集
中するかっこうになっている。今後は，国の予算の一部を地方に移譲し，地
域における社会資源との連携も視野に入れながら，固と地方との協働事業と
して例えば家裁の保護的措置や社会内処遇の多様化を図るという可能性はな
いだろうか。
第3は，民間活力の利用可能性である。上では国から地方への予算の一部
移譲について述べたが，さらにその予算の一部を民間の取り組み，例えば
348 
少年育法主財政
NPO法人による少年保護や支援活動などに充てることが考えられよう。財
政的基盤が安定することで民間の活動が充実し，その結果，少年や家族の問
題が解決ないし軽減され，施設収容が回避されたなら，少年の成長や社会の
安全にとり望ましいだけでなく全体的な予算の節減にもなる。また，民間
ベースの活動の拡充は，少年司法を支える社会資源の開発や，地域に基礎を
置く非行問題への取り組みの推進にも貢献するであろう。ただし，予算のこ
のような流れを作る前提として，民間の活動の質という問題，つまり第2軸
の効果(有効性)の問題にもっと関心が注がれる必要があるように思われ
る。効果があってこそ，全体予算の削減が図られるからである。
以上のような予算の地方移譲および民間委託は，国の施策としての少年司
法から，地方の行政機関さらには地域の人々と連携する少年司法へ向け，司
法の実質と人々の意識を多少変換することになろう。財政の仕組みゃ予算の
流れをどう作るかは，非行問題に対する主体と責任の問題と不可分だからで
ある。
〈追記〉 敬愛する多国元先生に，まことに拙いものですが本稿を献呈させてい
ただきます。先生はお若いので，ご退職という言葉が私にはピンときません。
執筆の機会をお与えいただいた南山大学の諸先生，とくに丸山雅夫先生に厚〈
御礼申し上げます。
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